
はじめに

統合思考について実務上どのように認識されて

いますでしょうか？貴社では統合思考が醸成され

実践できていますでしょうか？

統合思考は統合報告の中核となる概念ですが，

実務上・研究上，曖昧な概念として捉えられてい

ます（Dimes and de Villiers, 2024）。統合思考

は，「組織内のさまざまな事業単位及び機能単位

と，組織が利用し影響を与える資本との間の関係

について，組織が能動的に考えること」（IIRC,

2022, p. 3）と定義されます。さらに，統合思考

は，「短，中，長期の価値の創造，保全及び毀損

を考慮した，統合的な意思決定と行動につなが

る」（IIRC, 2022, p. 3）とされています。

これまでの先行研究では，統合報告の実践によ

り統合思考が醸成されることが明らかにされてい

ます（Guthrie et al., 2017; Hosoda, 2022）。

また，統合思考は，統合報告の有無に関わらず存

在することも議論されてきました（Al-Htaybat &

von Alberti-Alhtaybat, 2018）。さらに，既存

の組織文化と統合思考との間で対立が生じる可能

性も明らかにされています（Dumay & Dai,

2017）。例えば，既存の組織文化が短期の財務

業績を優先させる場合には，統合思考が組織に根

付くことは難しくなるでしょう。

統合思考は，サステナビリティ経営をより高い

レベルにするための重要な要素です（Dimes and

de Villiers, 2024）。さらに，統合思考は，サス

テナビリティパフォーマンスと長期的な財務
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パフォーマンスと正の相関があることが明らかに

されています（Reimsbach and Braam, 2023）。

統合報告を実施している企業であれば，統合思考

が醸成される方が望ましく，統合報告を実施して

いない企業でも，統合思考が醸成された方がサス

テナビリティ経営の深化のためにも望ましいとい

えるでしょう。

統合思考の重要性が高いにも関わらず，その概

念が曖昧である状況において，Dimes and de

Villiers（2024）は，これまでの統合思考に関わ

る定性的研究のレビューを通じて，統合思考の4

つの特質（Hallmark）を提示しました。この4つ

の特質が組織内で確認できることによって，組織

内では統合思考が醸成されやすくなります

（Dimes and de Villiers, 2024）。

本レポートは，この統合思考の4つの特質と，

統合思考の特質を生み出すためのメカニズムを示

すことを目的としています。このレポートを通じ

て，組織内で統合思考を醸成できているかの評価

や，統合思考を醸成させるための施策を検討する

ことに役立てていただければ幸いです。

統合思考の4つの特質

以下では，Dimes and de Villiers（2024）に

もとづき，統合思考の4つの特質について説明し

ます。

特質1：取締役会とCEOによる意図的な推進

特質1は，取締役会とCEOが積極的に統合思考

を組織内に伝達し，自らも統合思考にもとづいて



行動することです。統合報告を実践するだけでは

統合思考を組織内に伝達するうえでは不十分であ

り，組織の上層部からの意図的かつ明確な働きか

けなしには統合思考が実践されることはありませ

ん。取締役会やCEOといったトップマネジメント

が献身的に統合思考に通じる考えを示したり，自

ら行動する必要があります。IR部門やサステナビ

リティ部門などと連携を図り，CEOの考えを組織

内に伝達することもこの特質に含まれます。

特質2：統合された戦略

特質2は，戦略策定において多様なステークホ

ルダーを積極的に巻き込み，長期的な価値を創造

するための戦略です。この戦略は，統合思考を実

践するための基礎となります。この戦略は，マテ

リアリティとトレードオフの理解とともに財務

的・非財務的資本をバランスさせます。さらに，

この戦略の実行性を高めるためには，戦略と報酬

制度をリンクさせる必要があります。

特質3：信頼と協力の文化

特質3は，部門間の信頼や協力，知識共有・構

築を促す組織文化です。この文化は，統合報告の

実践を支援するだけでなく，中長期的な価値創造

に向けてマネジャー・従業員を動機付けます。

特質4：統合されたインテリジェンス

特質4は，財務データと非財務データを統合す

る業績管理システムとサイロ思考を解消する機能

横断型チームへの投資です。さらに，情報共有や

部門横断的な活動を促すためにも，財務部門や経

営企画部門など財務業績に焦点を当てがちなマネ

ジャーを巻き込むことが特質4に含まれています。

こうした投資や取り組みは，統合された戦略の実

行と中長期的な観点からの意思決定に有益な情報

の提供，部門横断的な活動を支援する情報共有を

可能にします。
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4つの特質の相互関係

4つの特質は相互に関り合うことが示唆されて

います（Dimes and de Villiers, 2024）。具体的

には以下の通りです。

取締役会とCEOによる意図的な推進（特質1）

は，例えば，業績管理システム（特質4）が財務

業績を優先する状況を見直すことにつながります。

さらにこのようなトップマネジメントのリーダー

シップは，統合された戦略（特質2）と信頼と協

力の文化（特質3）にも直接影響を与えます。

また，信頼と共有の文化（特質3）は，業績管

理システム（特質4）がもたらす財務業績への偏

重や部門間のサイロ思考を克服する助けとなるこ

とに加え，統合された戦略の実行と意思決定やス

テークホルダーとの対話（特質2）を支援します。

最後に，財務と非財務の両側面が統合された業績

管理システム（特質4）は，統合された戦略の実

行と意思決定（特質2）に影響を及ぼします。

以上の4つの特質同士の相互関係を理解するこ

とによって，統合思考を組織内で醸成するために

注力すべきポイントが明らかになります。

統合思考の実践をより成功させるために必要な

こと

統合思考の実践を成功させるために必要なこと

は2つ挙げられます。

第1に，トップマネジメントやマネジャーだけ

でなく従業員を含め組織全体に統合思考を醸成す

る必要があります（Dimes and de Villiers,

2024）。日本の上場企業を対象としてインタ

ビュー調査を行ったHosoda（2022）は，統合報

告を単に実践するだけでなく，統合報告を実践す



る過程で組織全体に統合思考を醸成する必要性を

挙げています。そのためには，トップマネジメン

トが統合思考的な考えを発信することや統合報告

書の組織内部での活用などが具体的な方法として

挙げられます（Hosoda, 2022）。

第2に，公式と非公式のマネジメント・コント

ロールのバランスが不可欠です（Dimes and de

Villiers, 2024）。マネジメント・コントロールと

は，「組織戦略を実行するためにマネジャーが組

織の他のメンバーに影響を与えるプロセス」

（Anthony and Govindarajan, 2007, p. 7）で

す。公式のマネジメント・コントロールに関して

は，財務・非財務の側面を統合した業績管理シス

テムや報酬制度といった仕組みの設計・活用を通

じて，トップマネジメントやマネジャー，従業員

を統合された戦略の実現に向けて動機づけること

が理想です（Dimes and de Villiers, 2024）。加

えて，非公式のマネジメント・コントロールに関

しては，中長期的な価値創造に向けて，部門間の

協力を促し，財務目標と非財務目標の達成との間

で生じる緊張関係を和らげる組織文化を築くこと

が重要です（Dimes and de Villiers, 2024）。

統合報告やIRの分野で先進的な日本企業におい

ては，統合報告の実践にともない，業績管理シス

テムや報酬制度を含む公式のマネジメント・コン

トロールの設計・活用を工夫しています

（Hosoda, 2021）。一方で，そうした企業でさ

えも組織全体で中長期的な価値創造にむけた組織

文化を築くことが課題として挙げられています

（Hosoda, 2021）。そうした組織文化を築くた

めの手段としては，トップマネジメントによる統

合思考的な考えの発信や統合報告書の組織内部で

の活用が挙げられます（Hosoda, 2022）。

サステナビリティ経営のレベルを高め，長期的

な観点から財務・非財務業績を向上させるために
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も，組織内で統合思考の醸成を図る必要がありま

す。そのためには，統合報告を単に実践するだけ

でなく，統合思考の4つの特質を理解したうえで，

組織全体に統合思考を醸成することと公式と非公

式のマネジメント・コントロールのバランスを

図ってみてはいかがでしょうか。
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